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(0) (34,781,140) (0)

小      計 498,897,946 (0) (492,998,746) (5,899,200)

合      計 1,300,568,075 (0) (1,294,668,875) (5,899,200)

(0)

特定資産

退職給付引当資産 5,899,200 (0) (5,899,200)

(0)

基財･投資有価証券 0 (0) (0) (0)

基財・建物 66,433,570 (0) (66,433,570) (0)

基財・減価償却引当預金 200,407,068 (0) (200,407,068) (0)

34,781,140

小      計 372,986,620 125,911,326 0 498,897,946

基本財産

801,670,129

特定資産

退職給付引当資産 5,131,200 768,000 0 5,899,200

1,300,568,075

４.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

(単位：円)

(うち負債に
対応する額)

修繕引当資産 34,781,140 0

0

458,217,606

投資有価証券 458,217,606 (0)

基財・建物 72,229,210 0 5,795,640 66,433,570

53,654,654 0 200,407,068

125,143,326 0

建物付属設備 3,301,622 472,131

基財･投資有価証券 52,603,375 52,603,375

基財・減価償却引当預金

基本財産

基財・土地 532,000,000 0 0 532,000,000

２.会計方針の変更

３.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

(単位：円)

科　　　  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(5)  リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に拠っています。

(6)  消費税等の会計処理

　　税込方式により処理しています。

(7)　その他

(2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　棚卸資産は保有していません。

(3)  固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産は定額法を採用しています。

(4)  引当金の計上基準

　　退職給付引当金は期末自己都合退職要支給額の100％を計上しています。

財務諸表に対する注記
１.重要な会計方針

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

     満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券のうち市場価格のあるものに

　 　ついては、時価により評価しています。

(458,217,606) (0)

合      計 1,179,873,241 179,565,980 58,871,146

科　　　  目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

2,829,491

建物付属設備 2,829,491 (0) (2,829,491) (0)

投資有価証券 333,074,280

146,752,414

小      計 806,886,621 53,654,654 58,871,146

0

基財・土地 532,000,000 (0) (532,000,000)

小      計 801,670,129 (0) (801,670,129)

修繕引当資産 34,781,140
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富山県

関連当事者との取引はありません。

１３．重要な後発事象
　

重要な後発事象はありません。

指定正味財産から一般正味財産への振替額は、ありません。

１２.関連当事者との取引内容

合      計 0 1,500,000 1,500,000 0

１１.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

貸借対照表上
の記載区分

県補助金 0 1,500,000 1,500,000 0

１０.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりです。

(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

満期保有目的の債券はありません。

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、ありません。

８.保証債務(債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等の偶発債務

保証債務はありません。

９.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

273,455,200 204,192,137 69,263,063

７.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

合      計

(単位：円)

科　　　  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基財・建物 253,000,000 188,269,950 64,730,050

５.担保に供している資産

担保に供している資産はありません。

６.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高(直接法により減価償却を行っている場合)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

器具及び備品 2,872,800 2,872,798 2

建物付属設備 9,720,000 6,890,509 2,829,491

内装工事 7,862,400 6,158,880 1,703,520


